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法務省管警第1 2 0号

平成3 0年6月5日

法務省入国管理局長 和 田 雅 樹

（公印省略）

警察庁， 法務省及び厚生労働省の三省庁で合意した「不法就労等外国人対策に係る

具体的施策についてJ等について（通知）

本年5月24日に開催された不法就労外国人対策等協議会において， 警察庁， 法務省及

び厚生労働省の三省庁は， 別添1の「不法就労等外国人対策に係る具体的施策についてJ

のとおり合意したので， 通知します。

各局におかれては， 不法就労等外国人労働者問題地方協議会又は同幹事会を早急に開催

するとともに， 改めて「不法就労等外国人対策に係る具体的施策についてJによって地方

入国管理官署においてとるべきものとされた施策に関し， 具体的な運用方法等を検討・ 立

案し， 速やかに実施するよう願し1ます。

また， 上記協議会において， 「不法就労等外国人労働者問題地方協議会設置要綱Jを別

添2のとおり一部改訂していますので， 併せて通知します。

添付物

1 不法就労等外国人対策に係る具体的施策について 1部

2 不法就労等外国人労働者問題地方協議会設置要綱 1部

3 不法就労等外国人労働者問題地方協議会設置要綱新旧対照表 1部

4 不法就労外国人対策等協議会設置要綱 1部

5 不法就労外国人対策等協議会設置要綱新旧対照表 1部

本信写し送付先

入国者収容所長



不法就労等外国人対策に係る具体的施策について（改訂）

平成30年5月25日

警 察 庁

法 務 省

厚 生 労 働 省

警察庁， 法務省， 厚生労働省は， 平成3 0年4月26日に「 不法就労等外国人対策の

推進（改訂）」の基本合意が図られたことを受け， 不法就労等外国人対策をより強力に推

進していくため， 他の関係機関の協力を得て， 下記のとおり具体的な対策を執ることと

する。

なお， 内閣官房副長官補室では， 本年も6月に外国人労働者問題啓発月間の実施を予

定していることから， 下記諸対策については， 同月間に合わせて取組を強化することと

する。

1 不法就労等の撲滅に向けた取締り

( 1 ）警察及び入管局による 不法就労助長事犯（悪質な雇用主， あっせんブローカ

一等）の取締り強化並びに労働局による 不法就労助長行為事業主に対する労働

者派遣事業又は職業紹介事業の許可取消し処分に向けた警察及び入管局との連

携強化

0 警察及び入管局は， 不法就労助長事犯に係る取締りを強化し， 特に累犯者や多数

の 不法就労者を雇用するなどの悪質な事案については， 雇用主の厳罰化を見据えた

取締りを積極的に進め， また， 不法就労助長行為の主体が日本人である事実を入管

局が把握した場合には， 警察へ積極的に情報提供するなど連携を強化し， 雇用主へ

の抑止効果を目的として厳格に対応する。

0 入管局は， 退去強制令書の発付を受けた被仮放免者に対する動静監視を行う中で，

不法就労助長事実を認知した場合は， 警察と連携の上， 関係法令を適用し， 厳正に

対処する。

0 警察は， 悪質な外国人犯罪に対して厳正な刑事処分がなされるように捜査を行う

こととし， 入管局はこれに協力するものとする。

0 労働局は， 外国人を雇用する派遣元事業主等において労働者派遣法違反又は職業

安定法違反の疑いが認められ， 許可取消し等の行政処分に付すべき事案等について

は， 事前に警察及び入管局と情報共有を図るなど， 連携を密にし， 不法就労助長行

為を行った派遣元事業主等への厳正な対応に努める。

( 2 ）警察及び入管局による 不法就労事犯（偽造在留カード行使等事案， 難民認定

申請を悪用した事案等）の取締り強化

0 警察及び入管局による関係機関と連携した合同摘発を推進するほか， 入管局は，

我が国で 不法就労に従事しようとする者等による船舶を利用した 不法入国事案を未



然に防止するため， 警察のほか各地の水際対策関係機関との連携を強化する。

0 警察及び入管局は， 偽造在留カード行使等事案等の情報共有を図るなど， 連携し

て取締りを強化する。

0 難民認定申請を悪用し 不法に就労する事案は， 真に庇護を求める者の迅速・確実

な保護という制度本来の目的達成の障害になっていることから， 入管局は検察庁等

関係機関から 難民認定手続中の者の資格外活動違反事案等の通報を受け， 入管局は

その情報を活用した取締りをする。

0 入管局は， 入管法第1 9条の1 9及び同法第5 9条の2に基づく事実の調査を実

施した結果， 偽装滞在等の 不法就労等外国人対策に資する情報を得たときは， これ

を積極的に活用する。

また， 在留資格に該当する実体がない偽装滞在者に対し， 在留資格取消手続等を

的確に実施する。

0 入管局は， 退去強制令書の発付を受けた被仮放免者に対する動静の監視を強化し，

就労事実を認知あるいは， その疑いが濃厚な場合は， 仮放免許可を取り消す文は延

長を 不許可として再収容するなど， 厳格に対応する。

0 警察及び入管局は， それぞれが保有する 不法滞在者の情報等を多角的に分析し，

不法就労等外国人が集住又は集団で稼働する地域の 特定に努め， 効果的かつ効率的

な取締りをする。

0 警察は， 悪質な外国人犯罪に対して厳正な刑事処分がなされるように捜査を行う

こととし， 入管局はこれに協力するものとする。 なお， 警察及び入管局は， 入管法

第65条に基づく入国警備官への被疑者の引渡制度を引き続き的確に活用する。

( 3）警察及び入管局による偽装滞在等事犯（偽装結婚事案， 虚偽事由届出等事案，

ブローカ一等）の取締り強化

0 警察及び入管局は， 偽装結婚事案等， 虚偽事由届出等事案に関し， 関係法令を的

確に適用するなど， 連携して取締りを強化する。

0 警察及び入管局は， 不法入国や偽装滞在を容易にするブローカーについて， 連携

を密に行い取締りを強化する。

( 4） 不法就労等外国人が関係する労働関係法令違反事犯（強制労働禁止の罪， 中

間搾取の罪， 無許可 職業紹介事業の罪， 労働者供給事業禁止の罪等）の取締り

に向けた労働局と警察及び入管局との連携強化

0 労働局は， 不法就労等外国人が関係する強制労働等の労働関係法令違反事犯が認

められ， 強制捜査等を実施する場合には， 事案に応じ， 警察及び入管局との連携を

密にする。

( 5 ）警察， 入管局及び労働局による人身取引事犯に対する迅速かっ積極的な取締

りと外国人被害者の適切な認知 ・保護



0 警察， 入管局及び労働局は， 連携して人身取引に係る事犯等の解明に努めるなど，

その取締りを連携して強化するとともに， 人身取引被害者を認知した際は適切な保

護・支援措置が講じられるように努める。

2 取締り強化に向けた緊密な情報交換

( 1 ）瞥察， 入管局及び労働局による不法就労事犯 ・不法就労助長事犯取締りのた

めの円滑な情報共有

0 三省庁は， 実効ある 不法就労等外国人対策に資するため， 随時， 協議会を開催す

るなどして， 情報交換に努めるとともに， 警察， 入管局及び労働局が不法就労外国

人の実態やその誘因となっている悪質なブローカー ・雇用主等に関して， 円滑かっ

積極的な情報交換を行う。

0 入管局は， 不法就労に係る被摘発者について， その詳細な実態の解明を行うなど

して， 不法就労を誘発している関係者の情報入手に努め， 悪質なブローカー ・雇用

主が関与する 不法就労事犯や偽変造在留カード行使者等の警察に対する告発・通報

を積極的に行う。

0 入管局は， 空港及び海港の出先機関において得た各種情報の分析を強化するとと

もに， 各地の水際対策関係機関との情報交換 ・共有を積極的に行って所要の措置を

講ずるなど， その連携を強化する。

0 入管局は， 偽変造在留カード等を発見する可能性のある関係機関に対して， 事前

に偽変造在留カード等を発見した場合の通報先を明示するなどして， 本邦への偽造

在留カード流入防止策や偽装滞在企図者に対する取締りの強化に資するべく， 当該

機関と連携を強化する。

( 2）警察， 入管局及び労働局による労働関係法令違反事犯及び人身取引事犯取締

りのための円滑な情報共有

0 警察， 入管局及び労働局は， 労働関係法令違反事犯及び人身取引事犯の取締りの

ため， 適切かつ円滑な情報共有を行う。

( 3 ）警察， 入管局及び労働局による上記事犯の犯罪捜査， 違反調査等における法

令に基づく照会に対する迅速な対応

0 警察， 入管局及び労働局は， 不法就労事犯等の犯罪捜査， 違反調査等の法令に基

づく照会に対しては， 迅速に対応する。

( 4）雇用対策法第2 9条に基づく厚生労働省から法務省への適切な情報提供と入

管局における情報の積極的な活用

0 厚生労働省は， 雇用対策法第2 9条に基づき法務省の求めに応じ情報提供を行い，

入国管理局は これらの情報を有効に活用して， 不法就労等外国人対策を推進する。



3 不法就労等紡止に向けた広報・啓発活動及び指導の積極的実施

( 1 ）警察， 入管局及び労働局による不法就労防止のための広報・啓発活動の積極

的な推進

0 三省庁は， 不法就労等外国人を多く送出する国に対して， 在日外国公館， 在外日

本公館， 在 日外国報道機関加盟団体等を通じ， また， 当該国を含め各種国際会議，

二国間協議等の場において， 我が国における外国人労働者受入れに関する基本政策

及び来日外国人による犯罪の発 生状況・不法就労等外国人の実態等を説明するなど，

不法就労等企図者の送出防止に向けた広報・啓発活動の実施に努める。

0 警察， 入管局及び労働局は， 独自に文は不法就労等外国人労働者問題地方協議会

として， 不法就労外国人の雇用防止に向けた事業主団体等への広報・啓発活動を展

開する。

0 警察庁及び警察は， ①外国人雇用企業・ 団体等に対する指導啓発活動， ②外国人

労働者等に対する指導啓発活動， ③パンフレッ卜等による広報等を実施する。

0 法務省及び入管局は， ①事業者等に対するリーフレット等の配布， ②地方自治体，

商工会等への広報 ・啓発活動の協力依頼， ③法務省ホームページ等を活用した広報，

④不法滞在者の自発的な出頭を促すために， 積極的に出国命令制度等の広報活動を

実施する。

0 厚 生労働省及び労働局は， ①ポスター・パンフレットの作成及び配布， ②外国人

労働者問題について事業主団体や個々の事業主に対する周知， 啓発活動を実施する。

( 2 ）入管局及び労働局による事業主に対する外国人雇用状況届出の履行の徹底と

不法就労防止のための指導の促進

0 入管局及び労働局は， 各所管業界団体等への指導を行うとともに， 事業主団体に

対する説明会を開催するなど不法就労等外国人対策に係る理解と協力を求め， これ

ら事業主団体の会員事業主等への指導・啓発を要請する。

0 入管局及び労働局が連携をとり， 事業主団体の会員事業主に対し外国人雇用状況

届出の履行の徹底に理解と協力を求めるとともに， これら事業主等に対する不法就

労防止のための指導を促進する。

( 3 ）警察， 入管局及び労働局による不法就労助長行為等の検挙事案等の積極的な

広報

0 警察， 入管局及び労働局は， 不法就労助長行為等の検挙事案等について， 積極的

に広報活動を実施する。



不 法 就労 等 外国人労 働者問題地方協 議会設置要綱

目 的 ）

平成4 年4月2 3日

（改正 平成9年2月 5日）

（改正 平成10年5月2 5日）

（改正 平成12年5月1 8日）

（改正 平成13年 3 月 6日）

（改正 平成14年 3 月 6日）

（改正 平成15年 3 月 5日）

（改正 平成16年5月2 6日）

（改正 平成17年 3月1 6日）

（改正 平成17年5月2 6日）

（改正 平成18年5月2 3日）

（改正 平成19年5月2 2日）

（改正 平成20年5月2 3日）

（改正 平成21年5月2 0日）

（改正 平成22年5月2 7日）

（改正 平成23年5月1 8日）

（改正 平成24年5月1 8日）

（改正 平成25年5月1 7日）

（改正 平成26年5月2 0日）

（改正 平成27年5月2 2日）

（改正 平成28年5月24日）

（改正 平成29年5月24日）

（改正 平成30年5月2 5日）

1 不法就労外国人をはじめとする外国人労働者に関する諸問題について， 関係行政機関が連携してこ

れらの問題に係る施策の効果的 かつ円滑な実施を図るため， 不法就労等外国人労働者問題地方協議会

（以下「協議会」という。）を設置する。

（協議事項等）

2 協議会は， 1の目的を達成するため， 次に掲げることを行う。

( 1 ) 不法就労外国人をはじめとする外国人労働者に関する情報の交換

( 2) 不法就労外国人をはじめとする外国人労働者に関する諸問題に係る施策の実施についての協議

( 3 )  入管法に基づく基準省令の運用， 処分状況に関する意見交換

(4) (1）から（ 3）までに掲げるもののほか， 1の目的を達成するために必要な事項の検討



組 織 ）

3 本協議会は別表1の地区ブロック毎に設置し， 警察庁及び都道府県警察（以下「警察庁等Jとい

う。）並びに法務省， 厚生労働省の実務担当者で組織する。

( 2 )  協議会の構成員は別表2 に掲げる職にある者をもって充てる。

（幹 事 会 ）

4 協議会には， 幹事会を設置する。

( 2) 幹事会の構成員は別表3に掲げる職にある者をもって充てる。

（代 表 幹 事）

5 幹事会は， 代表幹事3名を幹事会の警察庁等及び法務省， 厚生労働省の構成員 から各1名ずつ選出す

る。

( 2) 代表幹事の内1名を当番代表幹事とし， 交替でその任に当たる。 当番代表幹事の任期は1年とする。

( 3) 協議会及び幹事会は， 代表幹事が召集し， 議長は当番代表幹事が行う。

( 4) 協議会及び幹事会の庶務は， 当番代表幹事が行う。

( 5)  代表幹事は必要があると認めるときは， 協議会又は幹事会に構成員以外の者の出席を求めることが

できる。

（会議の開催）

6 協議会は， 年1回開催する。

( 2) 幹事会は， 年1回開催することとし， 必要に応じて臨時会を開催する。



別表1 地区ブロック表

地 区 管 轄 都
・
道 府 県

北海道 北海道

東 北 青森県， 岩手県， 宮城県， 秋田県， 山形県， 福島県

茨城県， 栃木県， 群馬県， 埼玉県， 千葉県， 東京都， 神奈川県， 新潟県
関 東

山梨県， 長野県

中 部 富山県， 石川県， 福井県， 岐阜県， 静岡県， 愛知県， 二重県

関 西 滋賀県， 京都府， 大阪府， 兵庫県， 奈良県， 和歌山県

中 国 鳥取県， 島根県， 岡山県， 広島県， 山口県

四 国 徳島県， 香川県， 愛媛県， 高知県

九 州 福岡県， 佐賀県， 長崎県， 熊本県， 大分県， 宮崎県， 鹿児島県， 沖縄県



別表2-1北海道地区

事F祭庁 法務省 厚生労働省

北海道管窃本部外事課長 札幌高等検事実庁検事 北海道労働局労働基準部監管課長

北海道警策本部保安課長 関係地方検綴庁検事 北海道労働局職業安定都職業対策課長

北海道警署員本部組織犯罪対策課長 札幌入国管理局総務課長 北海道労働局職業安定部需給調整事業課長

札幌入国管理局首席審査官

札幌入国管理局首席入国警備官

（階！Ml 〔階席〕

北海道讐察旭川方面本部警備課長 北海道労働局職業安定都職業対策課課長補佐

北海道笹察旭川方面本部生活安全課長 北海道労働局級業安定音f，需給関盗事業課課長補佐

北海道響祭旭川方面本部捜査課長 北海道労働局労働基織部地方労働基準監察監督官

北海道事F翁釧路方面本部警備課長

北海道電車軍基釧路方面本部生活安全課長

北海道答翼連創ii路方面本部捜査課長

北海道笹聖書北見方面本部讐備課長

北海道警察北見方面本部生活安全課長

北海道普努北見方面本部俊査課長

北海道警察函館方面本部警備課長

北海道警著書函館方面本部生活安全課長

北海道警祭函館方面本部俊査課長

北海道警策本部外事際線長補佐

北海道警綴本昔日保安課課長補佐

北海道答察本部組織犯罪対策課課長補佐

別表2-2東北地区

警察庁 法務省 厚生労働省

東北管区警察局広域調整第一課長 仙台高等検著書庁検事 宮城労働局労働基治郎監督課長

東北管区讐事実局広域調整第二課長 関係地方検事異庁検事 宮城労働局職業安定割：職業対策課長

宮媛県瞥察本部外事課長兼国際テロリズム対策室長 仙台入国管理局総務線長 宮城労働局職業安定郁需給絢整事業課長

宮城県警策本部生活環境課長 仙台入国管理局首席審査官

仙台入国管理局首席入国警備官

〔階席］ 〔陪席〕

轡森県勢祭本部外事!JI'，畏 各県労働局輸業安定都職業対策課課長補佐

青森県警署員本部保安課長 各県労働局職業安定都需給網整事業課室長補佐

岩手瓜警察本部参事官兼公安課長 関係労働局労働基E準部地方労働基準監察監督官

岩手県警事塁本部生活環境課長

秋田県笹祭本書tl警備部首席参事官兼警備第一線長

毛太田県￥策本部生活安全部生活環境課長

山形県警署員本部参事官兼警備第一課長

山形県￥察本部生活環境課長

福島県笹署員本部外事線長

福島県笹署員本部生活環境課長

東北管区警察局広核調整第一課課長補佐

東北管区軍事努局広被調整第二課課長補佐

宮城県警鍔本部外事課課長補佐

宮城県警察本部生活環皮課課長補佐



別表2-3関東地区

笹察庁 法務省 厚生労働省

関東管区警察局広域調整第一課長 東京高等検察庁検事 東京労働局労働基準部監管線長

関東管区警察局広峨調整第二課長 関係地方検察庁検事 東京労働局職業安定部職業対策課長

警視斤保安課長 東京入国管理局総務課長 東京労働局需給調整事業部需給調整事業第二線長

箸視庁組織犯罪対策第一線長 東京入国管理局首席審査官

（審査管理部門）

東京入国管理局首席入国警備官

（調査企画部門）

［陪席〕 ［陪席〕 （階席J

茨城県警察本部外事課長 東京入国管理局統指審査宮 各都県労働局職業安定部職業対策課E果長補佐

茨城県警察本部生活安全総務課長 （就労審査第一部門） 東J；（労働局需給制発事業部i請すお絢殺事業第二凱ii忠良補佐

茨城県普察本部組織犯罪対策課長 東京入国管理局統活審査官 各県労働局職業安定都需給調整事業銀室長補佐

栃木県警察本部統括参事官兼笹備第一線長 （就労審査第二部門） 関係労働局労働基準部地方労働基準監察監督官

栃木県警察本部生活環境課長 東京入国管理局統括審査官

栃木県警察本部組織犯罪対策第一課長 （実態調査部門）

群馬県警察本部外事課長 東京入国管理局統括入国警備官

群馬県警察本部生活環境課長 （調査第一部門，摘発企画担当）

群馬県望書祭本部組織犯非対策統指n・兼組織犯罪対策第一政長 東京入国管理局統括入国警備官

矯玉県警察本部理事官兼外事課長 （鏑査第二部門，特別調査企画担当）

埼玉県警察本部保安課長 東京入国管理局統括入国警備官

埼玉県警察本部生活経済課長 （飼査第三部門，調査企画担当）

矯玉県警察本部理事官兼組織犯罪対策課長 東京入国管理局統括入国警備官

埼玉県警察本部国際援査課長 （調査第四部門，連絡調型車担当）

千葉県警察本部外事課長 東京入国管理局統箔入国警備’自

千葉県警察本部風俗保安課長 （執行第二部門，被仮放免者執行企画担当）

千葉県警察本部国際捜査際長 東京入国管理局成田空港支局首席審査官

神奈川県警察本部外事課長 東京入国管理局羽田空港支局首席審査官

神奈川県警察本部生活保安課長 東京入国管理局横浜支局首席入国警備官

新潟県瞥察本部参事官兼外事課長 （企画管理・鱗査部門）

新潟県警察本部参事官兼生活保安課長 東京入国管理局水戸出張所長

新潟県警察本部参事官兼組織犯罪対策第一課長 東京入国管理局高崎出張所長

山梨県警F察本部参事官兼警備第一課長 東京入国管理局千葉出張所長

山梨県笹察本部生活安全捜査課長 東京入国管理局東部出張所長

山梨県警察本部組織犯罪対策課長

長野県警察本部警備第一課長

長野県警察本部生活環境課長

長野県警察本部組織犯罪対策課長

関東管区笹察局広嬢調設第一線線長補佐

関東管区警察局広域調整第二課課長補佐

警視庁保安課係長

警視庁組織犯罪対策第一線係長



別表2-4中部地区

警察庁 法務省 厚生労働省

中部管区瞥察局広1咳調整第一課長 名古屋高等検要員庁検事 愛知労働局労働基準郁監督線長

中部管区＃察局広被調整第二課長 関係地方検事高庁検事 愛知労働局職業安定都職業対策課長

愛知県警署員本部外事線長 名古屋入国管理局総務課長 愛知労働局需給関整事業部有害給鰐整事業第二課長

愛知県警署員本部保安課長 名古屋入国管理局首席審葺官

愛知県讐熊本部国際捜査課長 （審査管理部門）

名古屋入国管理局首席入国箸備富

（企画管理部門）

〔階席〕 ［階席〕 〔階席］

静岡県警祭本部外事課長 名古屋入国管理局統括審査官 各県労働局職業安定都職業対策課課長補佐

静岡県警策本部保安課長 （実態胸査部門） 愛知労働／1；）需給調様、fl策飾品？給捌諮事業第二深課長補佐

富山県警策本部彦事官兼公安課長 名古屋入国管.$局統括審査官 各県労働局職業安定都需給鯛整事業銀室長補佐

富山県�察本部生活環境課長 （就労審査部門） 関係労働局労働基準部地方労働基準監察監督官

石川県答策本部首席参事官兼公安課長 名古屋入国管理局統括審査官

石川県警察本航首席参事官兼生活環境課長 （留学・研修審査部門）

福井県警第本部首席参事官兼公安課長 名古屋入国管理局統括審査官

福井県警綴本部歩事官兼生活環境課長 （永住審査部門）

岐阜県警察本部箸備第一課長 名古屋入国管理局統括入国警備官

岐阜県笹察本部生活環境課長 （側査第一部門．摘発企画担当）

岐阜県讐著書本部国際捜査課長 名古屋入国管理局統括入国警備官

三重県警害事本部警備部首席参事官（警備企画課長） (I周査第一部門．事実の鯛査担当）

三重県讐祭本邸生活安全部参事官（生活環境課長） 名古屋入国管理局統括入国警備官

三盆県警察本部刑事部参事官（組織犯罪対策課長） （鯛査第二部門．鯛査企画担当）

中部管区響察局広域調整第一課課長補佐 名古屋入国管理局中部空港支局首席審査官

中部管区答集局広域網整第二課課長補佐 ｛審査管理郎内）

愛知県瞥綴本部外事課課長補佐

受知県讐聖書本部保安線線長補佐

愛知県笹察本部国際援査課長補佐
． 



日lj表2-5関西地区

警察庁 法務省 厚生労働省

近世主管区瞥聖書局広核鯛整第一課長 大阪高等検祭庁検事 大阪労働局労働基準部監督線長

近畿管区答集局広戚鯛皇室第二課長 関係地方検事詩庁検事 大阪労働局職業安定都職業対策課長

大阪府答署員本部外事課長 大阪入国管理局総務課長 大阪労働局需給調E監事業部鰐給調墜事業第二課長

大阪府警F署員本部生活環境課長 大阪入国管理局首席審査官

大阪府警策本部国際俊査課長 （務査管理部門）

大阪入国管理局首席入回答備官

（企画管理部門）

〔階席〕 ［階席〕 ｛｜稽席）

滋賀県警察本部警備第一課長 大阪入国管理局統括審査宮 各府県労働局職業安定部職業対策課課長補佐

滋賀県讐祭本部生活環尊重課長 （就労・永住審査部門） 大阪労働局(!j給調 f宮市索開1宮古給調懇事業第二課課長補佐

滋賀県警策本部組織犯罪対策課国際犯罪対策室長 大阪入国管浬局統括審査官 各府県労働局職業安定割1術給調墜事業銀室長補佐

京都府II策本審f,外事課長 ｛実態鯛査書fl門） 関係労働局労働基2障害f,地方労働基準監察監督官

京都府軍寄策本部生活保安課長 大阪入国管理局統括入図書E備官

京都府警察本節組織犯罪対策第一課長 （倒査第一部門，摘発企画担当）

兵庫県警察本部外事課長 大阪入国管理局統括入国管備官

兵庫県警察本部生活環境線長 （調査第二部門，絢査企画担当）

奈良県警察本部警備第三課長 大阪入国管理局神戸支局首席入国箸備官

奈良県笹祭本書店生活環境課長 大阪入国管理E局関西空港支局首席審査官

奈良県警策本郷組織犯罪対策組織犯罪対策課長

和歌山県竜��本部公安課長

和敏山県答集本部生活環理主線長

近畿管IX讐綴局広t強調整第一課課長補佐

近畿管区警署員局広波間整第二課課長補佐

大阪府警察本部外事課課長補佐

大阪府警察本節生活環境課課長補佐

大阪府警祭本部保安課課長補佐

大阪府瞥祭本部国際捜査際課長補佐

大阪府答察組織犯罪対策本部対策第一但当補佐



別表2-6 中園地区

警察庁 法務省 厚生労働省 、

中国管区笹察局広域調書室第一線長 広島高等検事事庁検事 広島労働局労働基滋部監督線長

中園管区笹綴局広域調整第二課長 関係地方検察庁検事 広島労働局職業安定都職業対策線長

広島県箸察本部組織犯罪対策局長兼組織犯罪対策線長 広島入国管理局総務限長 広島労働局峨業安定都需給絢整事業課長

広島県答署員本郵外事際長 広島入国管理局首席審査官

広島県警F署員本部生活環m:課長 （入国・化留審査部門）

広島入国管理局首席入国警備官

〔階席〕 ｛階席〕

鳥取県警祭本部外事1果長 各県労働局職業安定都職業対策課課長補佐

鳥取県警策本部参事官兼生活環境課長 各県労働局般業安定昔日需給調整事業課室長補佐

島:ffi県答察本部外事課長 関係労働局労働基準部地方労働基準監察監督官

島扱県￥策本部生活環境課長

岡山県警署員本部参事官兼外事課長

岡山県警聖書本部参事官兼生活環境課長

山口県普察本部外事fl\長

山口県w策本部生活環涜課長

中国管区警察局広域制整第一課課長補佐

中国管区警察局広療関盤第二課課長補佐

広島県警策本部組織犯罪対策課線長補佐

広島県笹策本部外事繰課長補佐

広島県警祭本部生活環境課課長補佐

日lj撃を2-7四園地区

答察庁 法務省 厚生労働省

四国管区警署員局広域調整第一課長 高松高等検察庁険事 香川労働局労働基準部監管課長

四国管区警署員局広被調盤第二課長 関係地方検察庁検事 香川労働局職業安定都職業対策課長

香川県警策本部統括参事官兼公安課長事務取扱 高松入国管理局総務課長 香川労働局職業安定都職業安定線需給調整事業室長

香川県笹努本部生活環凌課長 高松入国管理局首席審査官

香川県警察本部重量事官兼組織犯罪対策課長事務取扱 高松入国管理局首席入国警備官

［階席〕 ［階席］

徳島県笹察本部参事官兼公安課長 各県労働局職業安定部職業対策課課長補佐

徳島県警策本部生活環境課長 各県労働局職業安定都需給開設事業銀室長補佐

徳島県普祭本部参事官兼組織犯罪対策課長 関係労働局労働基I陸部地方労働基準監察監督官

愛緩県箸祭＊部参事官兼外事対策室長

愛媛県箸聖書本部生活環境課長

愛媛県讐聖書本音6参事官兼組織犯罪対策課長

高知県警策本部歩事官兼警備第一課長

高知県笹署員本部生活環境課長

高知県笹署員本部組織犯罪対策課長

四国管区警祭局広被調整第一課課長補佐

四国管区警祭局広核調整第二課課長補佐

fl川験管。ぷ鍋公安興奮llW・度成，＇＊＇議恥保・車外司匹対策室長後現実省住事筋敏0.1企副担当｝

香川県警策本部公安際線長補佐

香川県警察本部生活環境線長補佐

香川県警察本部組織犯罪対策課長補佐



別表2-8九州地区

警察庁 法務省 厚生労働省

九州管区￥祭局広峻調整第一課長 福岡高等検祭庁検事 福岡労働局労働基準郎監督課長

九州管区讐集局広核開整第二課長 関係地方検察庁検事 福岡労働局械業安定都職業対策課長

福岡県笹察本部外事限長 箔岡入国管理局総務線長 福岡労働局職業安定都需給調整事業課長

箔岡県讐策本部暴力団対策部国際捜査課長 福岡入国管理局首席審査官 沖縄労働局臓銭安定部職業対策線長

福岡県瞥署員本部生活保安課長 （入国・イ王留審査部門）

沖縄県警察本部外事際長 徳間入国管理局首席入国警備’自

沖縄県警F察本部生活保安t果長 福岡入国管理局那覇支局首席入国警備官

〔階席〕 ［陪席〕 〔階席］

佐賀県讐策本書店警備第一線長 福岡入国管理局統括入国警備官 各県労働局峨業安定書店職業対策線、課長補佐

佐賀県警綴本部生活安全企筒課長 （違反調査担当） 各県労働局職業安定都需給調整事業課室長補佐

長崎県警努本部外事課長 関係労働局労働基単部地方労働基準監察監督官

長崎県笹察本部生活環境線長

熊本県警聖書本部外事線長

熊本県警察本部生活環境線長

大分県警番号本部警備第一課長

大分県警F害事本部生活環境課長

宮崎県警察本部外事課長

宮崎県笹銀本部生活環境課長

鹿児島県響策本部公安課長

鹿児島県響策本部生活環境課長

九州管区普綴局広域開盤第一課課長補佐

九州管区讐察局広減網整第二課課長補佐

福岡県警察本部外事課課長補佐

値岡県警F察本部暴力団対策部国際捜査課課長補佐

福岡県警策本部生活保安課課長補佐



別表3-1北海道地区

警察庁

北海道笹察本部外事課長

北海道箸察本部保安線長

北海道警察本部組織犯罪対策課長

�lj表3 2東北地区

警察庁

東北管区軍事察局広域調整第一課長

東北管区警察局広域制整第二課長

宮城県警察本部外事課長兼国際テロリズム対策室長

宮城県警察本部生活環境課長

別表3-3関東地区・

警察斤

関 東管区警察局広域調整第－t果長

関東管区筈察局広峻調整第二課長

警視庁保安課長

警視庁組織犯罪対策第一課長

月lj表3-4中部地区

警察庁

中部管区警察局広域調整第一課長

中部管区警察局広域調整第二課長

愛知県警察本部外事課長

愛知県警察本部保安課長

)Jlj表3-5関西地区

箸察庁

近畿管区答集局広域調整第一課長

近畿管区警察局広域調整第二課長

大阪府警察本部外事課長

大阪府警察本部生活環疫課長

法務省

札幌入国管理局総務課長

札幌入国管理局首席審査官

札幌入国管理局首席入国警備官

法務省

仙台入国管理局総務課長

仙台入国管理局首席審査官

仙台入国管理局首席入国警備官

法務省

東京入国管理局総務課長

東京入国管理局首席審査官

（審査管理部門）

東京入国管理局首席入国警備官

（鯛査企画部門）

法務省

名古屋入国管理局総務課長

名古屋入国管理局首席審査官

（審査管理部門）

名古屋入国管理局首席入国警備官

（企画管理部門）

法務省

大阪入国管理局総務課長

大阪入国管理局首席審査官

（審査管理部門）

大阪入国管理局首席入国警備官

（企画管理部門）

厚生労働省

北海道労働局労働基準部監督課長

北海道労働局職業安定部職業対策課長

北海道労働局職業安定部需給調整事業線長

厚生労働省

宮城労働局労働基準部監督課長

宮城労働局職業安定都職業対策課長

宮城労働局職業安定昔日需給調整事業課長

厚生労働省

東京労働局労働基準部監督線長

東京労働J局職業安定都職業対策課長

東京労働局需給調整事業部需給調整事業第二課長

厚生労働省

愛知労働局労働吉正準部監管課長

愛知労働局職業安定部職業対策課長

愛知労働局需給調整事業部需給調整事業第二課長

厚生労働省

大阪労働局労働基準部監督課長

大阪労働局職業安定都職業対策課長

大阪労働局需給調整事業部需給調整事業第二課長



別表:3-6中園地区

警察庁

中国管区警察局広域調整第一課長

中国管区警察局広域調整第二課長

広島県答察本部組織犯罪対策局長兼組織犯罪対策課長

広島県警察本部外事課長

広島県警察本部生活環境課長

5Jlj表3ー7 四園地区

警察庁

四国管区警察局広域調整第一課長

四国管区警察局広域調整第二課長

香川県響察本部統括参事官兼公安課長事務取扱

香川県笹察本部生活環境線長

香川県警察本部組織犯罪対策課長

日IJ表3-8九州地区

警察庁

九州管区警察局広域調整第一課長

九州管区警祭局広域調整第二課長

福岡県警察本部外事課長

福岡県警察本部暴力団対策部国際彼査課長

福岡県警察本部生活保安課長

5JIJ表3-9沖縄地区

警察庁

沖縄県警察本部外事課長

沖縄県警察本部生活保安課長

法務省

広島入国管理局総務課長

広島入国管理局首席審査官

（入国・在留審査部門）

広島入国管理局首席入国警備官

法務省

高松入国管理局総務課長

高松入国管理局首席審査官

高松入国管理局首席入国警備官

法務省

福岡入国管理局総務課長

福岡入国管理局首席審査官

（入国・在留審査部門）

福岡入国管理局首席入国警備官

法務省

福岡入国管理局那覇支局総務課長

福岡入国管理局那覇支局首席審査官

福岡入国管理局那覇支局首席入国笹備官

厚生労働省

広島労働局労働基準部監督課長

広島労働局職業安定部職業対策課長

広島労働局職業安定部需給調整事業課長

厚生労働省

香川労働局労働基準割1監督課長

香川労働局職業安定都職業対策課長

香川労働局職業安定都職業安定課需給調整事業室長

厚生労働省

福岡労働局労働基準部監督課長

福岡労働局職業安定部職業対策課長

福岡労働局職業安定都需給調整事業課長

厚生労働省

沖縄労働局労働基準部監督課長

沖縄労働局職業安定部職業対策課長



不法就労等外国人労働者問題地方協議会設置要綱 新旧対照表

別表2-2 東北地区

旧（改正前）

（平成29年5月24日）

秋田県警察本部首席参事官兼警備第一課長

秋田県警察本部生活安全部参事官兼生活環境課長

別表2-3 関東地区

旧（改正前）

（平成29年5月24) 

東京入国管理局統括入国警備官

（執行第二部門， 企画担当）

別表2-4 中部地区

旧（改正前）

（平成29年5月24日）

石川県警察本部参事官兼公安課長

石川県警察本部生活環境課長

名古屋入国管理局首席審査官

（実態調査部門）

新（改正後）

（平成30年5月25日改正）

秋田県警察本部警備部首席参事官兼警備第一課長

秋田県警察本部生活安全部生活環境課長

新（改正後）

（平成30年5月25日改正）

東京入国管理局統括入国警備官

（執行第二部門， 被仮放免者執行企画担当）

新（改正後）

（平成30月5月25日改正）

石川県警察本部首席参事官兼公安課長

石川県警察本部首席参事官兼生活環境課長

名古屋入国管理局統括審査官

（実態調査部門）



別表2-5 関西地区

旧（改正前）

（平成29年5月24日）

京都府警察本部生活安全対策課長

奈良県警察本部警備第一課長

奈良県警察本部組織犯罪対策第一組織犯罪対策課長

大阪府警察組織犯罪対策本部来日外国人犯罪対策担

当補佐

別表2-6 中園地区

旧（改正前）

（平成29年5月24日）

島栂県警察本部参事官兼警備第一外事課長

岡山県警察本部外事課長

別表2ー7 四園地区

旧（改正前）

（平成29年5月24日）

香川県警察本部組織犯罪対策課長

新（改正後）

（平成30年5月25日改正）

京都府警察本部生活保安課長

奈良県警察本部警備第＝課長

奈良県警察本部組織犯罪対策組織犯罪対策課長

大阪府警察組織犯罪対策本部対策第一担当補佐

新（政正後）

（平成30年5月25日改正）

島根県警察本部外事課長

岡山県警察本部参事官兼外事課長

新（改正後）

（平成30年5月25日改正）

香川県警察本部参事官兼組織犯罪対策課長事務取

扱



別表2-8 九州地区

旧（政正前） 新（改正後）

（平成29年5月24日） （平成30年5月25日改正）

佐賀県警察本部生活環境安全企画課長 佐賀県警察本部生活安全企画課長



不法就労外国人対策等協議会設置要綱
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（設置）

1 警察庁， 法務省及び厚生労働省は， 不法就労外国人対策等協議会（以下「協議

会」という。）を設置する。

（目的）

2 協議会は， 不法就労外国人及びこれに関連する事項について， 情報及び意見の

交換を行うとともに， 有効かつ適切な施策について協議することを目的とする。

（協議会の構成）

3 協議会の構成は， 次のとおりとする。 ただし 必要に応じてその他の関係部課

長等も同席させることができる。

警 察 庁 刑事局組織犯罪対策部組織犯罪対策企画課長

生活安全局保安課長

警備局外事情報部外事課長

法 務 省 刑事局公安課長

入国管理局警備課長

厚生労働省 労働基準局監督課長

職業安定局需給調整事業課長

職業安定局外国人雇用対策課長

4 協議会は必要があると認めるときは， 協議会に構成員以外の者の出席を求める

ことカ〈できる。

（会議の開催）

5 協議会は， 定期的に会議を開催し 必要に応じて臨時の会議を開催する。



不法就労外国人対策等協議会設置要綱 新旧対照表

［要綱本文】

旧（改訂前） 新（改訂後）

（平成28年5月24日改訂） （平成30年5月25日改正）

職業安定局派遣・有期労働対策部 職業安定局需給調整事業課長

需給調整事業課長

職業安定局派遣・有期労働対策部 職業安定局外国人雇用対策課長

外国人雇用対策課長


